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　2011 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災は未曽有の被害をもたらした。震災直後に総務省消防庁長
官は、阪神淡路大震災での広域応援の必要性の認識を踏まえて整備された緊急消防援助隊の出動指示を
初めて 20 都道府県に対して行った。緊急消防援助隊の延べ派遣数は、6月 6日までの 88 日間で、44 都
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　地球環境研究に関して国際科学会議（International Council for Science：ICSU）が推進する複数の国
















　2011 年 3 月 11 日に発生した「平成 23 年（2011
年）東北地方太平洋沖地震」は、我が国観測史上最
大のマグニチュード 9.0 となり、東日本大震災と命
















初めて 20都道府県に対して行った。緊急消防援助隊の延べ派遣数は、6月 6日までの 88日間で、44








1,912 隊 7,035 人にのぼり（3 月 18 日）、最終的には
6 月 6 日までの 88 日間、44 都道府県の 712 消防本
部から延べ 3 万人を超える消防職員（全国の消防職
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りした 3月 23 日から「火災被害」、「コンビナート
被害」、「その他および消防活動」の現地調査を開始
した。6月 18 日（震災から 100 日目）までの間だ
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4）　首相官邸：平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震（東日本大震災）について
　　http://www.kantei.go.jp/saigai/pdf/201305281700jisin.pdf#search='%E5%AE%98%E9%82%B8+%E6%9D%B1%
　　E5%8C%97%E5%9C%B0%E6%96%B9%E5%A4%AA%E5%B9%B3%E6%B4%8B%E6%B2%96'







9）　第 15 回消防防災研究講演会資料（平成 24 年 1 月）
　　http://nrifd.fdma.go.jp/publication/gijutsushiryo/gijutsushiryo_81_120/ﬁ les/shiryo_no82.pdf
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「Blue Sky Research on Emerging Issues Aﬀ ecting 





































STT138_レポート2.indd   12 13/09/09   9:25
13
将来社会のために先行的に取り組むべき研究領域の導出―ドイツにおける試み―
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イクルが実施されている 10）。まず、2012 年 5 月
～ 2013 年 6 月の期間、様々な社会トレンドを基
に社会的課題を導出する試みが実施された。つい
で、2013 年 1 月～ 11 月において、第 1 サイクル
の結果や人文・社会科学の観点からの検討を加え
て、研究開発の展開を概観する。そして、2013 年
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　地球環境研究に関して国際科学会議（International Council for Science：ICSU）が推進する複数の国


























ている2）。ICSU は 1980 年以後、図表 1 に示す 4 つ
の研究プログラムを推進してきた。このうち気候
変動を扱う世界気候研究計画（WCRP）は、世界




機 関（United Nations Educational, Scientiﬁ c and 




連 環 境 計 画（United Nat ions Env ironment 
Programme:UNEP）6）、 国 連 大 学（United 
Nations University:UNU）7）などが共同で推進
している。また、国際生物科学連合（International 
Union of Biological Sciences:IUBS）、 国 際 微
生物学連合（International Union of Microbial 
Societies:IUMS）、環境問題科学委員会（Scientific 
Committee on Problems of the Environment : 
SCOPE）も上記の活動に一部共同推進機関として
1 はじめに
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国際グループ（International Group of 
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2013. 6      科学委員会発足
2013. 7-9   事務局担当機関公募
報告書完成
2012. 6  
2011. 6  
FE計画発表
Future Earth 実施予定
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出典：参考文献 17 より科学技術動向研究センターにて作成
図表 3　Future Earth のコンセプト
図表 4　Future Earth の研究テーマと内容概要





































　本稿では、この Future Earth の概要について解
説し、今後日本が取り組むべき優先課題について
考察する。
テ ーマ  
ダ イ ナ ミ ッ
ク な 惑 星  
地球・環境・
を観測・説明・
グ ロ ー バ ル
な 開 発  
食料、水、生
持 続 可 能 性
に 向 け て の














2 Future Earth とは
Future Earth のめざすもの2-1
研究課題の柱2-2
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　このうちまず科学委員会が 2013 年 6 月に発足
したが、この委員の一人として日本人（安成哲三
氏・総合地球環境学研究所長）も選出された。今








































関である地球観測グループ（GEO：Group on Earth 
Observations）が推進している全球地球観測システ










Intergovernmental Platform on Biodiversity and 
Ecosystem Services）や気候変動に関する政府
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ことを 2013 年 4 月に決定し、6月に発足させた。こ
れは世界のFuture Earth の運営体制のうちの科学
委員会に対応する国内組織となる。
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※依存症関連疾患は、2013 年 5 月に公表された米国の精神障害診断基準 DSM‒5 では、「たばこ関連障害」も含まれる「物
　質関連と嗜癖の障害」となる。WHO の疾病分類 ICD‒10 では、「たばこ使用による精神および行動の障害」も含まれる「精
　神作用物質使用による精神および行動の障害」となる。
図表 1　「たばこ問題」解決促進のための研究の方向性の例

























注2　障害調整生命年（DALY）：傷病や障害により失われた「損失生存年数（Years of Life Lost：YLL）」と「障
害生存年数（Years Lived with Disability：YLD）」の合計値。YLL ＝ 死亡数 × 死亡年齢時標準平均余命、
YLD ＝ 発生数 × 障害の重み付け × 回復または死亡までの年数。
　2012 年 12 月、50 ヵ 国 の 302 機 関 が 参 画 し た
世界疾病負担研究『GBD（The Global Burden of 
Diseases, Injuries, and Risk Factors Study）2010』











界の DALY の 6.3%）（図表 2）4）。
　2012 年 1 月の報告によれば、2007 年の我が国の
成人死亡の 16 の予防可能なリスク要因の中で、喫
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・43 要因中上位 5 位までを抜粋。世界 21 地域中、全体と 3 地域（左から平均余命が 1 位、2 位、4 位）を抜粋。






　2013 年 1 月、米国における喫煙の害と禁煙の
利益に関する 2 つの疫学研究の結果が、米医学誌













●  25‒79 歳の全死因死亡率は、喫煙継続者では非喫
煙者の約 3 倍であった（調整ハザード比：男性 






亡のリスクは、男性 9.0 倍、女性 8.5 倍であった。















追跡調査期間中に 55 歳以上になったそれぞれ約 52
万人、約 75 万人、約 96 万人の参加者について評
価した。年齢、人種、教育水準について統計学的
に調整した。主要な結果は次の通りである。
●  喫煙継続者の死亡のリスクは、50 年来上昇し、
男女で同等の水準に達した（図表 4）。
●  特に、肺がんや慢性閉塞性肺疾患（Chronic 






世界 高所得アジア太平洋* 西欧 高所得北米
1 高血圧 高血圧 喫煙 喫煙
2 喫煙 喫煙 高血圧 肥満
3 家屋内空気汚染** 低身体活動 肥満 高血圧
4 低果実食 低果実食 低身体活動 空腹時高血糖
5 飲酒 飲酒 空腹時高血糖 低身体活動











































　2013 年 1 月の Lancet に発表された英国の疫学研
究では、1996‒2001 年にリクルートした 50‒69 歳の











　今回の研究では、男女約 6 万 8 千人の喫煙情報を
1963‒92 年に取得し、2008 年まで平均 23 年間の喫
煙習慣と生存との関連を追跡した。20 歳前に喫煙
を開始した 1920‒45 年生まれの喫煙継続者は、非喫
煙者と比較して、男性で 8 年、女性で 10 年余命が
短縮していた。全死因死亡のリスクは、男性 2.2 倍、
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パートナーでは、環境省が全国約 3 万 3 千人の妊婦
を調査した結果、妊婦年齢が 25 歳未満の若い世代
の喫煙率が最も高いと報告されている（図表 6）13）。














は約 4 兆 3 千億円となった15）。これに参考値である
「超過介護費」と「喫煙時間分の労働力損失」を加










約 2 兆 4 千億円であり、国と地方の税収のそれぞれ
約 2.8% と約 3.5% を占める。2010 年 2 月発表の三
菱総合研究所の研究では、たばこ 1 箱の価格を 1,200
円に引き上げると、消費量は 71% 減少するにもか



























という動きがある。2013 年 2 月の米国疾病対策
予 防 セ ン タ ー（Centers for Disease Control and 
Prevention：CDC）の報告によれば、2009‒2011
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喫煙者が 25 年で肺に取り込む等価線量は、1,000 人
から毎年 120‒138 人の肺がん死が発生することに
なる 10 Sv 前後にも達すると推計されている28）。
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星「高分」でもまだ空間分解能が 2 m であり、米欧




























施する龍計画が注目される。龍計画第 1 期は 16 件
のプロジェクトで開始されたが、2007 年からの第 2
期では 25 件、2012 年からの第 3 期では 50 件と急速
に研究テーマを拡大している。第 3 期では、中国の







図表 1　中国の地球観測衛星の打上げ数と運用（2013 年 9 月 1 日現在）













FSW 偵察 光学 1975 22 0 
CBERS 資源調査 光学 1999 3 3 
資源 資源調査 光学 2000 5 2 
遥感 国土利用  光学・SAR* 2006 23 20 
環境 環境監視 光学・SAR 2008 3 3 
天絵 立体地図作成 光学 2010 2 2 
高分 陸域観測 光学 2013 1 1 
海洋 海洋 海洋観測 光学・SAR 2002 3 3 
気象 
風雲 1・3 極軌道気象観測 光学 1988 6 2 
風雲 2 静止気象観測 光学 1997 6 2 






































































　2008 年から開始された第 2 期龍計画では 25 件の
プロジェクトが実施され、2012 年に完了した。第
2 期までの成功を受けて同年から開始された第 3 期




る全球地球観測システム（GEOSS ＝ Global Earth 
Observation System of Systems）10 年 実 施 計 画
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図表 4　オリンピックと龍計画の時期的関係
出典：参考文献 8 に基づき科学技術動向研究センターにて作成













となっている。利用した衛星は ESA の Envisat で、
龍計画では多くの計画でこの衛星の観測データが



















































測量 1 測量 中国測絵科学研究院
気候 1 気候 中国科学院青蔵高原研究所
地震学 1 地震学 中国地震局地質研究所
その他 5 測地学、較正など
࢛ࣛࣤࣅࢴࢠ㛜തᖳ   





























び Aqua に搭載されている MODIS である。欧州側
の PI はベルギー技術研究所の研究者である。
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図表 5　龍計画の分野と GEOSS の公共的利益分野との対応関係
出典：参考文献 8 に基づき科学技術動向研究センターにて作成
1）　China’s Space Activities in 2011：http://en.cmse.gov.cn/show.php?contentid=1139 （2011 中国的航天の英語版）







8）　ESA のウェブサイト「ESA-MOST Dragon 3 Cooperation Programme」：
https://dragon3.esa.int/web/dragon‒3/home
9）　MONITOR https://dragon3.esa.int/c/document_library/get_ﬁ le?folderId=158538&name=DLFE‒1842.pdf
10）  科学研究動態監測快報、中国科学院国家科学図書館蘭州分館、2009 年 1 月
11）  Land Surface Biophysical Variables and Crop Production Estimation from Remote Sensing Data
https://dragon3.esa.int/documents/163802/194202/10605-ES.pdf/e5756a0d‒252c‒4ba8‒bb2f‒84a1f80b5d11?version=1.1
12）  China’s CropWatch：http://www.cropwatch.com.cn/en/
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